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第３章 まとめ 

１．調査結果に見る現状と課題 

Ａ 運送業（自動車運転従事者） 

１．回答者の概要 

＜企業調査＞ 

回答企業 1,432 社の主な業種は、バス（「一般乗合旅客自動車運送業（乗合バス）」「一般貸切旅

客自動車運送業（貸切バス）」を合算）32.7％、タクシー34.1％、トラック（「一般貨物自動車運送

業（トラック）」「特別積み合わせ貨物運送業（トラック）」「特定貨物自動車運送業（トラック）」

を合算）28.1％である（図表２－１－Ⅰ－1）。正社員数が「10～49 人」の企業が 44.3％（図表２

－１－Ⅰ－3）、全労働者数が「10～49 人」の企業が 44.1％（図表２－１－Ⅰ－5）を占める。 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－1 主な業種（企業調査） 

 

＜労働者調査＞ 

回答者 5,180 人の性別は、「男性」95.3％、「女性」4.7％（図表２－１－Ⅱ－1）である。デー

タの読み取りにあたり、女性回答者が少ないことに留意する必要がある。また、フルタイム労働

者の平均年齢は、「トラック運転者」49.1 歳、「バス運転者」48.9 歳、「タクシー運転者」54.8 歳

である（図表２－１－Ⅱ－5）。 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－2 性別（全回答者・年代別）（労働者調査） 

 

34.1 

28.9 

27.2 

3.8 

0.6 

0.3 

1.3 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般乗用旅客自動車運送業

（タクシー等）

一般貸切旅客自動車運送業

（貸切バス）

一般貨物自動車運送業（トラック）

（「特別積み合わせ貨物運送業（トラック）」を除く）

一般乗合旅客自動車運送業

（乗合バス）

特別積み合わせ貨物運送業

（トラック）

特定貨物自動車運送業

（トラック）

その他

無回答 全体(n=1432)

　
　
調
査
数

男
性

女
性

無
回
答

5,180 4,939 241 0
100.0 95.3 4.7 0.0

20歳代以下 132 87 45 0
 100.0 65.9 34.1 0.0
30歳代 518 459 59 0
 100.0 88.6 11.4 0.0
40歳代 1,679 1,597 82 0
 100.0 95.1 4.9 0.0
50歳代 2,006 1,961 45 0
 100.0 97.8 2.2 0.0
60歳代 750 742 8 0
 100.0 98.9 1.1 0.0
70歳代以上 95 93 2 0
 100.0 97.9 2.1 0.0

上段：件数（件）
下段：割合（％）

全　体

年
代
別
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２．過重労働・過労死等の防止に向けた取組の実態 

（１）労務管理 

企業調査によると、時間外労働に係る 36 協定を「締結している」企業は 90.2％であり（図表２

－１－Ⅰ－13）、休日労働に係る 36協定を「締結している」企業は 83.1％である（図表２－１－

Ⅰ－23）。どちらも「タクシー」の「締結している」企業の割合が低かった（図表２－１－Ⅰ－14、

図表２－１－Ⅰ－24）。 

なお、「バス」「タクシー」「トラック」のいずれも、平成 28 年度調査と比較すると「締結して

いる」企業の割合が高くなっている（図表２－１－Ⅰ－16、図表２－１－Ⅰ－26）ことから、協

定を締結する企業が増えていると言える。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－13 

時間外労働に係る３６協定の締結状況 

（企業調査） 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－23 

休日労働に係る３６協定の締結状況 

（企業調査） 

  

 

労働時間は、「デジタルタコグラフ・タイムカード等の客観的記録」で把握している企業が53.6％、

「出勤簿等により確認」している企業が 29.1％である（図表２－１－Ⅰ－27）。「タクシー」にお

いて、「デジタルタコグラフ・タイムカード等」の割合がやや低くなり、「出勤簿等」の割合が高

まる（図表２－１－Ⅰ－28）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－27 労働時間の把握方法（企業調査） 

 

  

90.2 5.6 4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

締結している 締結していない 無回答

83.1 8.7 8.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

締結している 締結していない 無回答

53.6 

29.1 

5.7 

2.1 

3.4 

0.3 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

デジタルタコグラフ、タイムカード等の客観的な記録を

基に確認

出勤簿等により確認

所属長、上司等が目視で確認

労働者の自己申告に基づき把握

その他

把握していない

無回答 全体(n=1432)
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企業が考える長時間労働・所定外労働が必要となる理由は、主として「仕事の大きい繁閑差」

（39.7％）、「所定外でないとできない仕事」（38.8％）、「予定外の仕事が突発的に発生」（28.9％）

等である（図表２－１－Ⅰ－32）。「バス」において「所定外でないとできない仕事」、「仕事の大

きい繁閑差」の占める割合が高まり、「タクシー」では「仕事の大きい繁閑差」、「予定外の仕事が

突発的に発生」の割合が高まり、「トラック」では「所定外でないとできない仕事」、「取引先都合

による手待ち時間の発生」の割合が高まることが特徴的である（図表２－１－Ⅰ－33）。平成 28年

度調査と比較すると、「人員不足」が減少（28.8％⇒18.8％）しているが、大きな傾向は変わらな

い（図表２－１－Ⅰ－34）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－32 長時間労働・所定外労働が必要となる理由（複数回答）（企業調査） 

 

 

  

39.7 

38.8 

28.9 

18.8 

17.5 

10.5 

9.9 

8.0 

8.0 

3.9 

0.8 

5.4 

7.8 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事の繁閑の差が大きいため

仕事の特性上、所定外でないとできない仕事があるた

め

予定外の仕事が突発的に発生するため

人員が不足しているため

取引先の都合で手待ち時間が発生するため

残業を前提として、仕事を割り当てているため

労働者自身が残業手当等を増やし、収入を確保しよう

とするため

業務量が多いため

欠勤した他の労働者の埋め合わせが必要なため

労働者間の業務の平準化がされていないため

取引先から契約外の荷役作業を要請されるため

その他

長時間労働・所定外労働はない

無回答 全体(n=1432)
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なお、労働者調査によると、労働者は所定外労働が生じる理由を、「業務量の多さ」（33.7％）、

「所定外でないとできない仕事」（30.3％）、「人員不足」（27.1％）等によると捉えている（図表

２－１－Ⅱ－32）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－32 所定外労働（残業）が生じる理由（複数回答）（労働者調査） 

 
 

企業の認識としては、４～５年前と比較して、労働時間の把握は 66.7％が正確（「正確に把握さ

れるようになった」「やや正確に把握されるようになった」を合算）になっている（図表２－１－

Ⅰ－80）。また、企業が考える自動車運転従事者の労働時間は 61.9％が短く（「短くなった」「やや

短くなった」を合算）なっており（図表２－１－Ⅰ－84）、休日・休暇は 59.5％が取得しやすく

（「取得しやすくなった」「やや取得しやすくなった」を合算）なっている（図表２－１－Ⅰ－88）。

こうした改善傾向は、「バス」「タクシー」「トラック」のいずれも同様である。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－80 

労働時間の把握（企業調査） 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－84 

自動車運転従事者１人当たりの 

月当たりの労働時間（企業調査） 

  

 

業務量が多いため

仕事の特性上、所定外でないとできない仕事があるため

人員が不足しているため

仕事の繁閑の差が大きいため

予定外の仕事が突発的に発生するため

残業を前提として、仕事を割り当てているため

取引先の都合で手待ち時間が発生するため

欠勤した他の労働者の埋め合わせが必要なため

労働者自身が残業手当等を増やし、収入を確保しようとするため

労働者間の業務の平準化がされていないため

取引先から契約外の荷役作業を要請されるため

その他

所定外労働はない

無回答

33.7 

30.3 

27.1 

23.5 

22.8 

21.8 

14.9 

12.4 

9.0 

8.1 

4.0 

2.0 

12.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

ｎ＝3,954

39.0 27.7 23.3 0.1 

0.0 

9.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

正確に把握されるようになった やや正確に把握されるようになった

変わらない やや正確に把握されなくなった

正確に把握されなくなった 無回答

32.1 29.8 26.4 1.7 

0.6 

9.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

短くなった やや短くなった 変わらない

やや長くなった 長くなった 無回答
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一方で、労働者の認識としては、４～５年前と比較して、労働時間の把握については、57.8％

が「変わらない」とし、38.5％が正確になった（「正確に把握されるようになった」「やや正確に

把握されるようになった」を合算）としている（図表２－１－Ⅱ－102）。１か月当たりの労働時

間は、56.0％が「変わらない」、35.2％が短く（「短くなった」「やや短くなった」を合算）なって

おり（図表２－１－Ⅱ－106）、休日・休暇は 65.7％が「変わらない」、27.4％が取得しやすく（「取

得しやすくなった」「やや取得しやすくなった」を合算）なったとしている（図表２－１－Ⅱ－110）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－102 

労働時間の把握（労働者調査） 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－106 

１か月当たり労働時間（労働者調査） 

  

 

（２）過重労働防止に向けて 

過労死等防止対策推進法については、「内容を知っている」企業 42.5％、「名前は知っている」

企業 42.4％である（図表２－１－Ⅰ－45）。主な業種別にみると、いずれの業種も概ね同様の傾向

であった。平成 28 年度調査では、それぞれ 41.6％、43.8％（図表２－１－Ⅰ－47）であったの

で、認知度は、さほど変わっていない。一方で、自動車運転従事者を対象とした労働者調査によ

ると、内容・名前とも「知らなかった」が 51.5％を占める（図表２－１－Ⅱ－77）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－45 

「過労死等防止対策推進法」の認知度 

（企業調査） 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－77 

「過労死等防止対策推進法」の認知度 

（労働者調査） 

  

 

過重労働防止のために企業が必要と感じる取組は、「ゆとりある運行管理」（67.2％）、「管理職

の教育研修」（46.9％）、「保健指導」（44.4％）等である（図表２－１－Ⅰ－70）。 

  

ｎ＝3,954 18.7 19.8 57.8 
1.6 

2.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正確に把握されるようになった やや正確に把握されるようになった

変わらない やや正確に把握されなくなった

正確に把握されなくなった 無回答

ｎ＝3,954 14.1 21.1 56.0 
5.3 

3.5 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短くなった やや短くなった 変わらない

やや長くなった 長くなった 無回答

42.5 42.4 8.7 6.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

大まかな内容を知っていた 名前は知っていた 知らなかった 無回答

ｎ＝3,954 2.6 16.7 29.2 51.5 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

詳しく内容を知っていた 大まかな内容を知っていた

名前は知っていた 知らなかった

無回答
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［再掲］図表２－１－Ⅰ－70 労働者に対する過重労働防止のために必要だと感じる取組 

（複数回答）（企業調査） 

 
 

労働者側を確認すると、過重労働防止に向けて必要だと感じる取組は、「ゆとりある運行管理」

（36.6％）、「労働時間・有給休暇取得率等の見える化」（29.4％）、「賃金体系の見直し」（28.6％）、

「振休・代休の付与」（28.1％）等である（図表２－１－Ⅱ－81）。 
 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－81 過重労働防止に向けて必要だと感じる取組（複数回答）（労働者調査） 

  

67.2 

46.9 

44.4 

43.3 

43.2 

41.8 

38.5 

34.4 

34.1 

33.3 

29.2 

24.9 

9.2 

8.4 

4.9 

0.4 

16.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全面・健康面に配慮したゆとりのある運行管理

管理職・経営幹部を対象とした労務管理に関する教

育研修

産業医等による保健指導の実施

休日の振替又は代休（代償休日）の付与

改善基準告示や国土交通省告示に関する従業員へ

の教育研修

時間外労働時間や年次有給休暇取得率の「見える

化」

過重労働の防止等に向けた労使の話し合い

健康相談又はﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する相談窓口/担当者

の設置

顧客への過重労働防止のための協力要請

全ての取引において、契約内容の書面による明確

化

歩合給の割合や累進歩合制等の賃金体系の見直し

一定距離以上における、２人乗務の実施【バス】

荷役作業の機械化等の推進【トラック】

トラック予約受付システムの導入等による荷待ち時

間の短縮【トラック】

中間輸送や共同輸送の導入【トラック】

その他

無回答 全体(n=1432)

安全面・健康面に配慮したゆとりのある運行管理

時間外労働時間や年次有給休暇取得率の「見える化」

業歩合給の割合や累進歩合制等の賃金体系の見直し

休日の振替又は代休（代償休日）の付与

管理職・経営幹部を対象とした労務管理に関する教育研修

過重労働の防止等に向けた労使の話し合い

産業医等による保健指導の実施

顧客への過重労働防止のための協力要請

健康相談又はメンタルヘルスに関する相談窓口/担当者の設置

改善基準告示や国土交通省告示に関する従業員への教育研修

全ての取引において、契約内容の書面による明確化

トラック予約受付システムの導入等による荷待ち時間の短縮【トラック】

荷役作業の機械化等の推進【トラック】

中間輸送や共同輸送の導入【トラック】

一定距離以上における、２人乗務の実施【バス】

その他

特にない

わからない

無回答

36.6 

29.4 

28.6 

28.1 

24.7 

22.6 

18.7 

17.5 

13.6 

11.2 

10.8 

10.2 

9.1 

5.5 

2.1 

1.4 

13.8 

13.3 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

ｎ＝3,954
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企業が実際に行っている取組は、「ゆとりある運行管理」（61.2％）、「振休・代休の付与」（55.0％）、

「従業員の教育研修」（37.8％）等である（図表２－１－Ⅰ－72）。平成 28 年度調査と比較して、

目立って増えている取組は、「管理職等の教育研修」（12.0％⇒28.9％）、「相談窓口・担当者の設

置」（12.8％⇒25.8％）、「労働時間・有給休暇取得率等の見える化」（19.1％⇒34.8％）等である

（図表２－１－Ⅰ－73）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－72 労働者に対する過重労働防止のための取組の実施状況（企業調査） 

33.5 

28.9 

37.8 

32.8 

25.8 

34.8 

55.0 

20.5 

61.2 

83.6 

19.2 

6.2 

8.7 

36.2 

28.6 

0.6 

17.0 

22.6 

16.3 

16.9 

17.8 

24.0 

9.8 

22.3 

18.6 

2.1 

15.0 

7.2 

10.7 

10.0 

11.3 

0.5 

23.3 

20.4 

15.9 

17.9 

23.2 

11.5 

9.2 

21.5 

4.3 

3.6 

32.9 

43.6 

42.6 

12.3 

18.8 

4.1 

26.3 

28.1 

29.9 

32.4 

33.2 

29.8 

26.0 

35.7 

15.8 

10.7 

32.9 

42.9 

37.9 

41.5 

41.3 

94.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①産業医等による保健指導の

実施

②管理職・経営幹部を対象とし

た労務管理に関する教育研修

③改善基準告示や国土交通省

告示に関する従業員への教育
研修

④過重労働の防止等に向けた

労使の話し合い

⑤健康相談又はﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関

する相談窓口/担当者の設置

⑥時間外労働時間や年次有給

休暇取得率の「見える化」

⑦休日の振替又は代休（代償休

日）の付与

⑧歩合給の割合や累進歩合制

等の賃金体系の見直し

⑨安全面・健康面に配慮したゆ

とりのある運行管理

⑩一定距離以上における、２人

乗務の実施【バス】

⑪荷役作業の機械化等の推進

【トラック】

⑫中間輸送や共同輸送の導入

【トラック】

⑬トラック予約受付システムの

導入等による荷待ち時間の短
縮【トラック】

⑭全ての取引において、契約内

容の書面による明確化

⑮顧客への過重労働防止のた

めの協力要請

⑯その他

n=1432

実施している 実施を検討・予定している 実施予定はない 無回答
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一方、企業が取組にあたり困難と感じることは、「業界全体で取り組む必要があり、労使の取組

だけでは解決できないこと」（27.1％）、「収益悪化の恐れ」（25.8％）、「人員不足」（25.7％）等で

ある（図表２－１－Ⅰ－75）。平成 28年度調査と比較して、目立つことは、「荷主等の理解・協力

が得られにくい」の減少（41.7％⇒16.1％）、「業界全体で取り組む必要・労使の取組だけでは解

決不可」の増加（15.9％⇒27.1％）である（図表２－１－Ⅰ－77）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－75 過重労働の防止に向けた取組を実施する上で困難に感じること 

（複数回答）（企業調査） 

 

 

  

27.1 

25.8 

25.7 

21.9 

16.1 

13.4 

12.7 

9.7 

9.7 

3.8 

2.2 

22.5 

2.5 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業界全体で取り組む必要があり、労使の取組だけでは

解決できない

収益が悪化するおそれがある

人員不足のため対策を取ることが難しい

労働者間の業務の平準化が難しい

荷主・発注者の理解・協力が得られにくい

乗客の理解・協力が得られにくい

自社内の理解・協力が得られにくい

荷主・発注者との取引慣行の見直しが実質的に難しい

健康管理や健康相談を行う専門人材（産業医や保健

師等）を確保することが難しい

どのような取組を行えばよいかわからない

その他

特にない

わからない

無回答 全体(n=1432)
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３．働き方（労働の実態） 

労働者調査によると労働時間の把握方法は、「デジタルタコグラフ・タイムカード等」（54.7％）、

「出勤簿等」（22.3％）により確認されている（図表２－１－Ⅱ－25）。また、労働時間は、88.2％

が正確に把握（「正確に把握されている」「おおむね正確に把握されている」を合算）されている

（図表２－１－Ⅱ－28）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－25 労働時間の把握方法（労働者調査） 

 

 

1 週間の労働日数は、通常期が「5日」で 52.9％、繁忙期が「6日」で 51.5％であった（図表２

－１－Ⅱ－65）。1週間の労働時間は、「50時間以上」で通常期が 49.7％、繁忙期 66.8％であった

（図表２－１－Ⅱ－68）。所定外労働が生じる主な理由は、「業務量の多さ」（33.7％）、「所定外で

ないとできない業務」（30.3％）、「人員不足」（27.1％）等である（図表２－１－Ⅱ－32）。 

また、年次有給休暇は、「概ね全て取得」が 33.2％、「半数程度取得」が 23.7％である（図表２

－１－Ⅱ－71）。有給休暇の取得日数の今後の見込みは、「大きく変わらない」が 57.3％である（図

表２－１－Ⅱ－73）。 

 

  

ｎ＝3,954 5.3 54.7 22.3 
6.6 

1.3 

3.9 

5.9 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所属長、上司等が目視で確認

デジタルタコグラフ、タイムカード等の記録を基に確認

出勤簿等により確認

労働者の自己申告に基づき把握

その他

把握されていない

わからない

無回答
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４．衛生、健康管理 

（１）ハラスメント 

企業調査によると、ハラスメント予防・解決のための取組は、パワーハラスメントについては

回答企業の 51.5％が「実施している」としている（図表２－１－Ⅰ－48）。４～５年前と比較して

パワーハラスメントは 50.3％が「変わらない」としているものの、31.9％が減った（「減った」「や

や減った」を合算）と捉えており（図表２－１－Ⅰ－90）、相談件数も 30.9％が減少（33.7％が変

わらない、21.0％が受け付けていない）している（図表２－１－Ⅰ－52）。 

なお、パワーハラスメントは、予防・解決のための取組を実施している企業において、４～５

年前と比較して減った（「減った」「やや減った」を合算）割合が高くなる（図表２－１－Ⅰ－92）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－48 予防・解決のための取組の実施の有無【パワーハラスメント】 

（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－90 ４～５年前と比較したパワーハラスメントの増減（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－92 ４～５年前と比較したパワーハラスメントの増減 

（予防・解決のための取組の実施の有無別）（企業調査） 

 

  

51.5 42.4 6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

実施している 実施していない 無回答

25.1 6.8 50.3 0.3 

0.1 

17.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答

合計 減った やや減っ
た

変わらな
い

やや増え
た

増えた 無回答

1432 360 97 721 5 2 247

100.0 25.1 6.8 50.3 0.3 0.1 17.2

738 268 72 311 3 1 83

100.0 36.3 9.8 42.1 0.4 0.1 11.2

607 85 24 396 2 1 99

100.0 14.0 4.0 65.2 0.3 0.2 16.3

全体

Ⅲ問16A(1).[パワ

ハラ]予防・解決

のための取組の実

施の有無

実施している

実施していない
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また、セクシュアルハラスメント予防・解決のための取組については 43.1％が「実施している」

としている（図表２－１－Ⅰ－50）。４～５年前と比較してセクシュアルハラスメントは 51.8％が

「変わらない」としているものの、30.3％が減った（「減った」「やや減った」を合算）と捉えてお

り（図表２－１－Ⅰ－93）、相談件数も 22.4％が減少（33.2％が変わらない、29.7％が受け付けて

いない）している（図表２－１－Ⅰ－54）。 

なお、セクシュアルハラスメントは、予防・解決のための取組を実施している企業において、

減った（「減った」「やや減った」を合算）の割合が高くなっている（図表２－１－Ⅰ－95）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－50 予防・解決のための取組の実施の有無 

【セクシュアルハラスメント】（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－93 ４～５年前と比較したセクシュアルハラスメントの増減 

（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－95 ４～５年前と比較したセクシュアルハラスメントの増減 

（予防・解決のための取組の実施の有無別）（企業調査） 

 

 

  

43.1 43.3 13.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

実施している 実施していない 無回答

26.0 4.3 51.8 0.2 

0.0 

17.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1432)

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答
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労働者調査によると、職場でのハラスメントは、パワーハラスメントについて、11.3％が「自

分が受けた」、15.0％が「自分以外の社員が受けている」としている（図表２－１－Ⅱ－35）。セ

クシュアルハラスメントは、同様に 1.8％、5.1％である（図表２－１－Ⅱ－38）。４～５年前と比

較して、パワーハラスメントは 17.6％が減った（「減った」「やや減った」を合算）と捉えており

（図表２－１－Ⅱ－112）、セクシュアルハラスメントは 16.2％が減った（「減った」「やや減った」

を合算）としている（図表２－１－Ⅱ－115）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－35 職場でのパワーハラスメントの有無（複数回答）（労働者調査） 

 
［再掲］図表２－１－Ⅱ－38 職場でのセクシュアルハラスメントの有無（複数回答）（労働者調査） 

 
［再掲］図表２－１－Ⅱ－112 ４～５年前と比較したパワーハラスメントの増減（労働者調査） 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－115 ４～５年前と比較したセクシュアルハラスメントの増減 

（労働者調査） 

 

ハラスメントを受けていた（いる）

自分以外の社員がハラスメントを受けていた（いる）

ハラスメントはなかった（ない）

無回答

11.3 

15.0 

77.1 

0.0 

0% 50% 100%

ｎ＝3,954

ハラスメントを受けていた（いる）

自分以外の社員がハラスメントを受けていた（いる）

ハラスメントはなかった（ない）

無回答

1.8 

5.1 

93.6 

0.0 

0% 50% 100%

ｎ＝3,954

ｎ＝3,954 11.2 6.4 76.7 
3.2 

2.5 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答

ｎ＝3,954 12.5 3.7 82.4 

0.8 

0.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答
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（２）メンタルヘルス 

企業調査によると、トラックにおいては、荷主からの暴言・暴力等は 9.4％がある（「よくある」

「たまにある」を合算）とし（図表２－１－Ⅰ－64）、バス・タクシーにおいては、乗客からの暴

言・暴力等は 27.1％がある（「よくある」「たまにある」を合算）としている（図表２－１－Ⅰ－

66）。対策としては、トラックでは 40.6％が「教育研修」をしているが、「特になし」も 40.4％に

のぼる（図表２－１－Ⅰ－65）。バス・タクシーでは、52.0％が「教育研修」を、47.3％が「報告・

対応の明確化」をしている（図表２－１－Ⅰ－68）。 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－64 荷主からの暴言・暴力等【トラック】（企業調査） 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－66 乗客からの暴言・暴力等【バス・タクシー】の有無（企業調査） 

 
 

自動車運転従事者の健康確保、脳・心疾患等の防止・早期発見に向けては、「定期健診」（94.4％）、

「点呼時における自覚症状把握」（64.2％）、「点呼時における機器を用いた健康状態把握」（55.9％）

等を実施している（図表２－１－Ⅰ－56）。 
 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－56 自動車運転従事者の健康確保のための対策・取組の実施状況 

（複数回答）（企業調査） 

  

0.2 9.2 18.0 72.1 0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=401)

よくある たまにある あまりない ほぼない 無回答

2.2 24.9 22.8 49.2 0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=958)

よくある たまにある あまりない ほぼない 無回答

94.4 

64.2 

55.9 

39.8 

33.7 

31.4 

2.3 

1.3 

0.8 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期健康診断の結果を踏まえた健康状態の把握

点呼時における自覚症状の把握

点呼時における機器を用いた健康状態の把握

主な疾病に関するスクリーニング検査による疾病の把握

一定の病気等に係る外見上の前兆や自覚症状による疾

病の把握

点呼時における通院・服薬状況の把握

運行中の疲労状態を測定する機器の活用（心拍数の計

測やハンドル操作のふらつきの常時測定等）

労働者による日々の自発的管理のための機器・ソフトウェ

アの活用（スマートフォンでの記録等）

その他

無回答 全体(n=1432)
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一方、労働者調査では、荷主などからの理不尽なクレーム等は、40.7％がある（「よくある」「た

まにある」を合算）としている（図表２－１－Ⅱ－45）。平成 28 年度調査と比較すると、クレー

ム等は、バス・タクシーにて増加（49.1％⇒57.2％、46.6％⇒54.1％）している（図表２－１－Ⅱ

－47）。クレーム等に関する相談窓口は、「ない・わからない」との回答が 59.5％を占める（図表

２－１－Ⅱ－48）。４～５年前と比較すると、73.7％が「変わらない」としている（図表２－１－

Ⅱ－118）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－45 荷主などからの理不尽な要求・クレーム、暴言などの有無 

（労働者調査） 

 
 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－118 ４～５年前と比較した荷主や乗客からの理不尽な要求・ 

クレーム、暴言・暴力等（労働者調査） 

 
 

2019 年以前に病気の診断や治療を受けたことがある回答者は、「脳血管疾患」3.4％、「心疾患」

4.9％、「精神障害・メンタルヘルス不調」5.7％である（図表２－１－Ⅱ－50）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－50 これまでの病気の診断や治療の有無（2019 年以前）（複数回答） 

（労働者調査） 

  

ｎ＝3,954 9.0 31.7 26.5 32.7 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よくある たまにある あまりない ほとんどない 無回答

ｎ＝3,954 8.3 6.7 73.7 7.5 3.8 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答

脳血管疾患の診断・治療を受けたことがある

心疾患の診断・治療を受けたことがある

精神障害やメンタルヘルス不調の診断・治療を
受けたことがある

その他疾患の診断・治療を受けたことがある

病気の診断・治療を受けたことはない

無回答

3.4 

4.9 

5.7 

21.2 

72.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

ｎ＝3,954
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また、ストレスや悩みは「ある・あった」とする回答者は 64.2％である（図表２－１－Ⅱ－57）。

ストレス・悩みの主な原因は、「賃金水準の低さ」（44.1％）、「事故等の恐れ」（39.4％）、「不規則

な勤務」（35.7％）、「職場の人間関係」（32.1％）、「時間外労働の長さ」（30.7％）等である（図表

２－１－Ⅱ－59）。４～５年前と比較して、20.2％が増えた（「増えた」「やや増えた」を合算、66.3％

が変わらない）としている（図表２－１－Ⅱ－121）。 

過重労働にともなう睡眠不足や疲労の蓄積が原因の事故やケガについて、2019年の１年間で「通

勤途中」1.8％、「仕事中」8.0％が発生したとしている（図表２－１－Ⅱ－63）。両者を合算する

と 9.8％となる。 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－59 ストレスや悩みの原因（複数回答）（労働者調査） 

 
 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－63 睡眠不足や疲労の蓄積が原因の事故やケガ等の有無（複数回答） 

（労働者調査） 

  

賃金水準の低さ

事故等の恐れ

不規則な勤務による負担の大きさ

職場の人間関係

時間外労働の長さ

休日・休暇の少なさ

やりがいのなさ

乗客・取引業者からの過度な要求

売上・業績等

職場でのパワーハラスメント

上司からの指導

職場環境の変化

失業の恐れ

職場の不十分な健康管理体制

トイレ・更衣室等の不十分な環境整備

キャリア・ステップ

部下・後輩等への指導

職場でのセクシュアルハラスメント

その他

無回答

44.1 

39.4 

35.7 

32.1 

30.7 

24.1 

20.5 

19.9 

15.1 

14.3 

13.5 

11.9 

10.6 

8.8 

7.0 

5.8 

4.3 

1.4 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60%

ｎ＝2,539

通勤途中で事故やケガ等があった

仕事中（運転中や荷役中）に事故やケガ等があった

事故やケガ等はなかった

無回答

1.8 

8.0 

90.8 

0.0 

0% 50% 100%

ｎ＝3,954
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５．新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い取引件数は、バス・タクシーにおいてそれぞれ93.4％、

89.7％が減っている（「減った」「やや減った」を合算）が、トラックでは 43.2％が減る（「減った」

「やや減った」を合算）一方で、「変わらない」が 51.6％を占める（図表２－１－Ⅰ－99）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－99 取引件数（主な業種別）（企業調査） 

 

 

これに伴い人手不足感は、バス・タクシーにおいてそれぞれ 53.3％、31.1％が少なくなってい

る（「少なくなった」「やや少なくなった」を合算）が、トラックは 70.1％が「変わらない」とし

ている（図表２－１－Ⅰ－101）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－101 人出不足感（主な業種別）（企業調査） 

 

 

また、１か月あたりの労働時間は、バス・タクシーにおいてそれぞれ 86.6％、74.4％が短くな

っており（「短くなった」「やや短くなった」を合算）、トラックは 49.4％が「変わらない」として

いる（図表２－１－Ⅰ－103）。休日・休暇も同様の傾向で、バス・タクシーにおいては 81.2％、

58.2％が取得しやすくなっており（「取得しやすくなった」「やや取得しやすくなった」を合算）、

トラックは 50.9％が「変わらない」としている（図表２－１－Ⅰ－105）。 

 

  

合計 増えた やや増え
た

変わらな
い

やや減っ
た

減った 無回答

1432 12 12 258 152 935 63

100.0 0.8 0.8 18.0 10.6 65.3 4.4

469 0 0 18 12 426 13

100.0 0.0 0.0 3.8 2.6 90.8 2.8

489 5 3 23 30 409 19

100.0 1.0 0.6 4.7 6.1 83.6 3.9

401 7 6 207 105 68 8

100.0 1.7 1.5 51.6 26.2 17.0 2.0

18 0 3 5 2 7 1

100.0 0.0 16.7 27.8 11.1 38.9 5.6

Ⅰ問2.主な業種
（統合）

バス

タクシー

トラック

その他

全体

合計 少なく
なった

やや少な
くなった

変わらな
い

やや増え
た

増えた 無回答

1432 338 142 593 92 196 71

100.0 23.6 9.9 41.4 6.4 13.7 5.0

469 201 49 142 16 41 20

100.0 42.9 10.4 30.3 3.4 8.7 4.3

489 101 51 143 38 137 19

100.0 20.7 10.4 29.2 7.8 28.0 3.9

401 25 38 281 36 12 9

100.0 6.2 9.5 70.1 9.0 3.0 2.2

18 1 1 13 1 1 1

100.0 5.6 5.6 72.2 5.6 5.6 5.6

Ⅰ問2.主な業種
（統合）

バス

タクシー

トラック

その他

全体
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［再掲］図表２－１－Ⅰ－103 自動車運転従事者１人当たりの労働時間（主な業種別）（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－１－Ⅰ－105 休日・休暇の取得（主な業種別）（企業調査） 

 

 

 

  

合計 短くなっ
た

やや短く
なった

変わらな
い

やや長く
なった

長くなっ
た

無回答

1432 731 255 352 33 2 59

100.0 51.0 17.8 24.6 2.3 0.1 4.1

469 368 38 48 1 0 14

100.0 78.5 8.1 10.2 0.2 0.0 3.0

489 270 94 93 18 1 13

100.0 55.2 19.2 19.0 3.7 0.2 2.7

401 67 115 198 12 1 8

100.0 16.7 28.7 49.4 3.0 0.2 2.0

18 4 3 6 2 0 3

100.0 22.2 16.7 33.3 11.1 0.0 16.7

Ⅰ問2.主な業種
（統合）

バス

タクシー

トラック

その他

全体

合計 取得しや
すくなっ
た

やや取得
しやすく
なった

変わらな
い

やや取得
しづらく
なった

取得しづ
らくなっ
た

無回答

1432 655 223 470 13 6 65

100.0 45.7 15.6 32.8 0.9 0.4 4.5

469 341 40 72 1 0 15

100.0 72.7 8.5 15.4 0.2 0.0 3.2

489 208 77 175 7 5 17

100.0 42.5 15.7 35.8 1.4 1.0 3.5

401 82 100 204 5 1 9

100.0 20.4 24.9 50.9 1.2 0.2 2.2

18 6 2 8 0 0 2

100.0 33.3 11.1 44.4 0.0 0.0 11.1

Ⅰ問2.主な業種
（統合）

バス

タクシー

トラック

その他

全体
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労働者調査によると、新型コロナウイルス感染症に関連して強く感じるようになったことは、

トラック運転者は「不安」（51.3％）、「疲れやすさ」（29.1％）等、バス運転者においては「不安」

（63.0％）、「疲れやすさ」（26.0％）、「イライラ」（25.6％）等、タクシー運転者では「不安」（65.7％）、

「やる気が出ない」（32.3％）、「ゆううつさ」（26.3％）等である（図表２－１－Ⅱ－126）。 

 

［再掲］図表２－１－Ⅱ－126 強く感じるようになった症状（複数回答）（労働者調査） 

 

 

１か月あたりの労働時間は、バス・タクシー運転者において 48.4％、60.2％が短くなっており

（「短くなった」「やや短くなった」を合算）、トラック運転者は 70.8％が「変わらない」としてい

る（図表２－１－Ⅱ－128）。一方、休日・休暇については、バス・タクシー・トラック運転者とも

取得しやすさは 54.7％、62.3％、81.1％が「変わらない」としている（図表２－１－Ⅱ－130）。 

業務に関するストレスや悩みは、増えた（「増えた」「やや増えた」を合算）の割合は、トラック

運転者が 24.7％、バス運転者が 31.1％、タクシー運転者が 44.2％であった（図表２－１－Ⅱ－

132）。 

 

 

  

55.7 

27.9 

21.0 

19.5 

17.2 

10.2 

8.3 

7.6 

6.7 

6.5 

6.5 

6.0 

3.0 

51.3 

29.1 

19.6 

17.1 

13.0 

8.9 

7.7 

6.8 

6.6 

5.7 

5.6 

5.4 

2.6 

63.0 

26.0 

25.6 

22.5 

18.2 

13.6 

10.5 

8.9 

7.7 

7.4 

9.1 

6.9 

4.9 

65.7 

25.3 

22.2 

26.3 

32.3 

12.0 

8.5 

9.3 

6.4 

8.6 

7.3 

7.4 

2.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

不安だ

以前とくらべて、疲れやすい

イライラする

ゆううつだ

やる気が出ない

落ち着かない

朝、起きた時、ぐったりした疲れを感じる

よく眠れない

仕事中、強い眠気に襲われる

体の調子が悪い

へとへとだ（運動後を除く）

物事に集中できない

することに間違いが多い

全体（n=3,954）

トラック運転者（n=2,620）

バス運転者（n=649）

タクシー運転者（n=685）
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Ｂ 外食産業 

１．回答者の概要 

＜企業調査＞ 

回答企業 742 社の事業内容は、「専門料理店」31.1％、「食堂、レストラン」21.6％、「酒場、ビ

ヤホール」13.2％である（図表２－２－Ⅰ－1）。正社員数が「10人未満」の企業が 72.6％（図表

２－２－Ⅰ－4）、全労働者数が「10 人未満」の企業が 39.2％（図表２－２－Ⅰ－6）を占める。

店長の充足状況は、充足している（「充足」「どちらかというと充足」を合算）企業が 56.1％（図

表２－２－Ⅰ－10）、店舗従業員は充足している（「充足」「どちらかというと充足」を合算）企業

が 55.8％（図表２－２－Ⅰ－12）を占める。 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－1 主な業種（企業調査） 

 
 

＜労働者＞ 

回答者 4,860 人の性別は、「男性」40.9％、「女性」59.1％である（図表２－２－Ⅱ－1）。フル

タイム労働者の平均年齢は、「スーパーバイザー等」47.8 歳、「店長」49.0 歳、「店舗従業員」42.7

歳である（図表２－２－Ⅱ－5）。 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－2 性別（全回答者・年代別）（労働者調査） 

  

31.1 

21.6 

13.2 

8.5 

7.1 

5.8 

3.8 

5.0 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門料理店

食堂、レストラン

酒場、ビヤホール

そば・うどん店

すし店

喫茶店

バー、キャバレー、ナイトクラブ

その他の飲食店

無回答 全体(n=742)

　
　
調
査
数

男
性

女
性

無
回
答

4,860 1,989 2,871 0
100.0 40.9 59.1 0.0

20歳代以下 576 79 497 0
 100.0 13.7 86.3 0.0
30歳代 1,148 316 832 0
 100.0 27.5 72.5 0.0
40歳代 1,536 677 859 0
 100.0 44.1 55.9 0.0
50歳代 1,109 569 540 0
 100.0 51.3 48.7 0.0
60歳代 400 281 119 0
 100.0 70.3 29.8 0.0
70歳代以上 91 67 24 0
 100.0 73.6 26.4 0.0

上段：件数（件）
下段：割合（％）

  全  体

年
代
別
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２．過重労働・過労死等の防止に向けた取組の実態 

（１）労務管理 

時間外労働に係る 36 協定を「締結している」企業は 50.1％であり（図表２－２－Ⅰ－14）、休

日労働に係る 36 協定を「締結している」企業は 39.1％である（図表２－２－Ⅰ－24）。平成 28年

度調査では、それぞれ 37.3％（図表２－２－Ⅰ－17）、19.1％（図表２－２－Ⅰ－27）であったの

で、協定締結する事業場が増加している。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－14 

時間外労働に係る３６協定の締結状況 

（企業調査） 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－24 

休日労働に係る３６協定の締結状況 

（企業調査） 

  

 

労働時間は、店長の場合は、「IC カード・タイムカード等の客観的記録」で把握している企業が

39.5％、「出勤簿等により確認」している企業が 14.3％、「把握していない・無回答」が 33.7％で

ある（図表２－２－Ⅰ－29）。店舗従業員の場合は、「IC カード・タイムカード等の客観的記録」

で把握している企業が 45.4％、「出勤簿等により確認」している企業が 15.1％、「把握していない・

無回答」が 29.7％である（図表２－２－Ⅰ－31）。平成 28 年度調査では、全体では「目視（使用

者又は労働時間管理を行う者が、直接始業時刻や終業時刻を確認している）」が 20.4％、「IC カー

ド・タイムカード等」61.0％であった（図表２－２－Ⅰ－33）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－29 

店長の労働時間の把握方法 

（企業調査） 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－31 

店舗従業員の労働時間の把握方法 

（企業調査） 

 

 

  

50.1 41.1 8.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

締結している 締結していない 無回答

39.1 48.7 12.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

締結している 締結していない 無回答

45.4 

15.1 

4.7 

3.6 

1.4 

0.7 

29.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=696)

39.5 

14.3 

8.6 

2.8 

1.1 

0.6 

33.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ICカード、タイムカード等の客観的

な記録を基に確認

出勤簿等により確認

所属長、上司等が目視で確認

労働者の自己申告に基づき把握

その他

把握していない

無回答
全体(n=617)
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企業が考える長時間労働・所定外労働が必要となる理由は、店長の場合は、「仕事の大きい繁閑

差」（20.8％）、「予定外の仕事が突発的に発生」（17.5％）、「人員不足」（15.2％）等であり（図表

２－２－Ⅰ－40）、店舗従業員の場合は、「仕事の大きい繁閑差」（26.1％）、「人員不足」（18.6％）、

「長引く顧客対応」（16.2％）等である（図表２－２－Ⅰ－43）。平成 28 年度調査と比較すると、

店長の場合は、「人員不足」、「仕事の大きい繁閑差」が減少（44.2％⇒15.2％、41.2％⇒20.8％）

しており（図表２－２－Ⅰ－42）、店舗従業員の場合も同様に、「人員不足」、「仕事の大きい繁閑

差」が減少（46.4％⇒18.6％、45.5％⇒26.1％）している（図表２－２－Ⅰ－45）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－40 

店長の長時間労働・所定外労働が 

必要となる理由 

（複数回答）（企業調査） 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－43 

店舗従業員の長時間労働・所定外労働 

が必要となる理由 

（複数回答）（企業調査） 

 

 

 

  

13.5 

18.6 

26.1 

8.8 

6.7 

15.1 

3.1 

11.3 

0.3 

16.2 

1.1 

17.8 

6.2 

19.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

14.8 

15.2 

20.8 

11.9 

6.9 

17.5 

2.8 

12.7 

1.9 

14.7 

1.2 

12.4 

16.8 

20.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務量が多いため

人員が不足しているため

仕事の繁閑の差が大きいため

仕事の特性上、所定外でないとで

きない仕事があるため

残業を前提として、仕事を割り当て

ているため

予定外の仕事が突発的に発生す

るため

労働者間の業務の平準化がされて

いないため

欠勤した他の労働者の埋め合わせ

が必要なため

会議・打ち合わせが多いため

顧客対応が長引くため（例：閉店時

点でも客が帰らない等）

その他

長時間労働・所定外労働はない

当該従業員はいない

無回答 全体(n=742)
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なお、労働者調査によると、所定外労働が生じる理由を、「業務量の多さ」（31.2％）、「人員不

足」（27.7％）、「仕事の大きい繁閑差」（25.6％）等によると捉えている（図表２－２－Ⅱ－37）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－37 所定外労働（残業）が生じる理由（複数回答）（労働者調査） 

 

 

企業の認識としては、４～５年前と比較して、労働時間の把握は 55.5％が正確（「正確に把握さ

れるようになった」「やや正確に把握されるようになった」を合算）になっている（図表２－２－

Ⅰ－79）。また、企業が考える従業員の労働時間は 60.0％が短く（「短くなった」「やや短くなった」

を合算）なっており（図表２－２－Ⅰ－83）、休日・休暇は 53.4％が取得しやすく（「取得しやす

くなった」「やや取得しやすくなった」を合算）なっている（図表２－２－Ⅰ－85）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－79 

労働時間の把握（企業調査） 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－83 

従業員１人当たりの月当たりの労働時間 

（企業調査） 

  

 

  

業務量が多いため

人員が不足しているため

仕事の繁閑の差が大きいため

予定外の仕事が突発的に発生するため

仕事の特性上、所定外でないとできない仕事があるため

顧客対応が長引くため（例：閉店時点でも客が帰らない等）

欠勤した他の労働者の埋め合わせが必要なため

残業を前提として、仕事を割り当てているため

労働者間の業務の平準化がされていないため

会議・打ち合わせが多いため

担当店舗の店長・従業員対応（巡回・指導）が頻発するため

その他

所定外労働はない

無回答

31.2 

27.7 

25.6 

23.0 

17.7 

15.5 

11.3 

7.5 

5.6 

3.5 

2.2 

1.5 

23.5 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

ｎ＝2,181

35.0 20.5 36.5 

0.1 

0.3 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

正確に把握されるようになった やや正確に把握されるようになった

変わらない やや正確に把握されなくなった

正確に把握されなくなった 無回答

35.6 24.4 31.3 

1.1 

0.1 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

短くなった やや短くなった 変わらない

やや長くなった 長くなった 無回答
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一方で、労働者の認識としては、４～５年前と比べて、労働時間の把握は、61.9％が「変わら

ない」とし、34.7％が正確になった（「正確に把握されるようになった」「やや正確に把握される

ようになった」を合算）としている（図表２－２－Ⅱ－103）。１か月当たりの労働時間は、58.1％

が「変わらない」、34.6％が短く（「短くなった」「やや短くなった」を合算）なっており（図表２

－２－Ⅱ－107）、休日・休暇は、66.3％が「変わらない」、27.6％が取得しやすく（「取得しやすく

なった」「やや取得しやすくなった」を合算）なったとしている（図表２－２－Ⅱ－109）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－103 

労働時間の把握（労働者調査） 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－107 

１か月当たり労働時間 

（労働者調査） 

  

 

（２）過重労働防止に向けて 

過労死等防止対策推進法については、「内容を知っている」企業 27.5％、「名前は知っている」

企業 45.0％である（図表２－２－Ⅰ－56）。平成 28 年度調査では、それぞれ 26.4％、43.9％（図

表２－２－Ⅰ－58）であったので、認知度は、さほど変わっていない。一方で、労働者調査によ

ると、内容・名前とも「知らなかった」回答者が 48.7％を占める（図表２－２－Ⅱ－78）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－56 

「過労死等防止対策推進法」の認知度 

（企業調査） 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－78 

「過労死等防止対策推進法」の認知度 

（労働者調査） 

  

 

 

過重労働防止のために企業が必要と感じる取組は、「定休日の設定」（33.7％）、「ゆとりあるシ

フト編成」（33.6％）、「休憩時間の確保」（32.6％）等である（図表２－２－Ⅰ－71）。 

 

  

ｎ＝2,181 18.2 16.5 61.9 

1.7 

1.8 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正確に把握されるようになった やや正確に把握されるようになった

変わらない やや正確に把握されなくなった

正確に把握されなくなった 無回答

ｎ＝2,181 17.0 17.6 58.1 
4.5 

2.8 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短くなった やや短くなった 変わらない

やや長くなった 長くなった 無回答

27.5 45.0 20.5 7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

大まかな内容を知っていた 名前は知っていた 知らなかった 無回答

ｎ＝2,181 3.3 16.9 31.1 48.7 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

詳しく内容を知っていた 大まかな内容を知っていた

名前は知っていた 知らなかった

無回答
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［再掲］図表２－２－Ⅰ－71 労働者に対する過重労働防止のために必要だと感じる取組 

（複数回答）（企業調査） 

 

 

労働者側を確認すると、過重労働防止に向けて必要だと感じる取組は、「定休日の設定」（32.1％）、

「振休・代休の付与」（29.3％）、「休憩時間確保の促進」（26.5％）、「ゆとりあるシフト編成」（25.6％）、

「労働時間・有給休暇取得率等の見える化」（25.3％）等である（図表２－２－Ⅱ－82）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－82 過重労働防止に向けて必要だと感じる取組（複数回答）（労働者調査） 

  

33.7 

33.6 

32.6 

27.8 

26.4 

25.2 

22.6 

22.2 

19.0 

17.9 

14.3 

13.7 

10.2 

8.6 

0.3 

31.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

週１日（以上）の定休日の設定

安全面・健康面に配慮したゆとりのあるシフト編成

休憩時間の確保の促進

休日の振替又は代休（代償休日）の付与

時間外労働時間や年次有給休暇取得率の「見える

化」

ICTやキャッシュレス等を活用した業務の効率化

管理職・経営幹部を対象とした労務管理に関する教

育研修

営業時間の短縮

長時間労働が発覚した際の対応のルール化

過重労働の防止等に向けた労使の話し合い

健康相談又はﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する相談窓口/担当者

の設置

産業医等による保健指導の実施

深夜の単独勤務体制（いわゆる「ワンオペ」）の廃止

顧客への過重労働防止のための協力要請

その他

無回答 全体(n=742)

週１日（以上）の定休日の設定

休日の振替又は代休（代償休日）の付与

休憩時間の確保の促進

安全面・健康面に配慮したゆとりのあるシフト編成

時間外労働時間や年次有給休暇取得率の「見える化」

長時間労働が発覚した際の対応のルール化

管理職・経営幹部を対象とした労務管理に関する教育研修

営業時間の短縮

健康相談又はメンタルヘルスに関する相談窓口/担当者の設置

過重労働の防止等に向けた労使の話し合い

深夜の単独勤務体制（いわゆる「ワンオペ」）の廃止

産業医等による保健指導の実施

ICTやキャッシュレス等を活用した業務の効率化

顧客への過重労働防止のための協力要請

その他

特にない

わからない

無回答

32.1 

29.3 

26.5 

25.6 

25.3 

23.4 

21.1 

17.6 

15.0 

14.6 

12.7 

12.6 

8.3 

7.4 

1.2 

19.0 

13.5 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

ｎ＝2,181
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企業が実際に行っている取組は、「定休日の設定」（51.5％）、「休憩時間の確保」（51.2％）、「振

休・代休」（40.6％）等である（図表２－２－Ⅰ－73）。平成 28年度調査と比較して、目立って増

えている取組は、「管理職等の教育研修」（3.8％⇒12.3％）、「相談窓口・担当者の設置」（6.9％⇒

13.7％）、「労働時間・有給休暇取得率等の見える化」（11.8％⇒21.6％）等である（図表２－２－

Ⅰ－74）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－73 労働者に対する過重労働防止のための取組の実施状況（企業調査） 

8.8 

12.3 

14.6 

13.7 

13.3 

21.6 

40.6 

37.3 

25.6 

51.2 

51.5 

34.4 

36.4 

8.8 

0.1 

6.2 

10.1 

8.9 

8.2 

15.6 

18.7 

10.2 

15.5 

2.8 

8.2 

6.7 

11.2 

10.4 

5.8 

0.3 

44.2 

37.6 

34.8 

35.6 

29.6 

22.1 

16.6 

12.8 

23.7 

9.4 

15.0 

21.0 

16.8 

39.4 

9.7 

40.8 

40.0 

41.8 

42.5 

41.4 

37.6 

32.6 

34.4 

47.8 

31.1 

26.8 

33.4 

36.4 

46.1 

89.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①産業医等による保健指導の実施

②管理職・経営幹部を対象とした労

務管理に関する教育研修

③過重労働の防止等に向けた労使

の話し合い

④健康相談又はﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関す

る相談窓口/担当者の設置

⑤長時間労働が発覚した際の対応

のルール化

⑥時間外労働時間や年次有給休

暇取得率の「見える化」

⑦休日の振替又は代休（代償休

日）の付与

⑧安全面・健康面に配慮したゆとり

のあるシフト編成

⑨深夜の単独勤務体制（いわゆる

「ワンオペ」）の廃止

⑩休憩時間の確保の促進

⑪週１日（以上）の定休日の設定

⑫営業時間の短縮

⑬ICTやキャッシュレス等を活用し

た業務の効率化

⑭顧客への過重労働防止のため

の協力要請

⑮その他

n=742

実施している 実施を検討・予定している 実施予定はない 無回答
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一方、企業が取組にあたり困難と感じることは、「人員不足」（27.8％）、「収益悪化の恐れ」

（21.8％）、「業務平準化の難しさ」（19.7％）等であるが、「特にない」と考える企業も 33.7％に

のぼる（図表２－２－Ⅰ－76）。平成 28 年度調査と比較して、目立つことは、「人員不足」の減少

（33.0％⇒27.8％）、「業界全体で取り組む必要・労使の取組だけでは解決不可」の増加（3.1％⇒

12.0％）である（図表２－２－Ⅰ－78）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－76 過重労働の防止に向けた取組を実施する上で困難に感じること 

（複数回答）（企業調査） 

 

 

  

27.8 

21.8 

19.7 

12.0 

9.7 

8.4 

7.7 

5.9 

2.3 

33.7 

4.0 

8.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人員不足のため対策を取ることが難しい

収益が悪化するおそれがある

労働者間の業務の平準化が難しい

業界全体で取り組む必要があり、労使の取組だけでは

解決できない

顧客の理解・協力が得られにくい

自社内の理解・協力が得られにくい

健康管理や健康相談を行う専門人材（産業医や保健

師等）を確保することが難しい

どのような取組を行えばよいかわからない

その他

特にない

わからない

無回答 全体(n=742)
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３．働き方（労働の実態） 

労働者調査によると労働時間の把握方法は、「ICカード・タイムカード等」（44.9％）、「出勤簿

等」（14.3％）により確認されている（図表２－２－Ⅱ－30）。また、労働時間は、91.2％が正確に

把握（「正確に把握されている」「おおむね正確に把握されている」を合算）されている（図表２

－２－Ⅱ－33）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－30 労働時間の把握方法（労働者調査） 

 

 

1 週間の労働日数は、通常期が「5日」で 45.5％、繁忙期が「6日」で 45.1％であった（図表２

－２－Ⅱ－66）。1週間の労働時間は、「50時間以上」で通常期が 28.8％、繁忙期 50.4％であった

（図表２－２－Ⅱ－69）。所定外労働が生じる主な理由は、「業務量の多さ」（31.2％）、「人員不足」

（27.7％）、「仕事の大きい繁閑差」（25.6％）等である（図表２－２－Ⅱ－37）。 

また、年次有給休暇は、「まったく取得できず」が 24.4％、「概ね全て取得」が 24.1％である（図

表２－２－Ⅱ－72）。有給休暇の取得日数の今後の見込みは、「大きく変わらない」が 43.2％であ

る（図表２－２－Ⅱ－74）。 

 

  

ｎ＝2,181 11.7 44.9 14.3 8.8 3.0 11.5 5.8 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所属長、上司等が目視で確認 ICカード、タイムカード等の記録を基に確認

出勤簿等により確認 労働者の自己申告に基づき把握

その他 把握されていない

わからない 無回答
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４．衛生、健康管理 

（１）ハラスメント 

ハラスメント予防・解決のための取組は、パワーハラスメントについて回答企業の 37.5％が「実

施している」としている（図表２－２－Ⅰ－59）。４～５年前と比較してパワーハラスメントにつ

いては 52.6％が「変わらない」としているものの、31.4％が減った（「減った」「やや減った」を

合算）と捉えており（図表２－２－Ⅰ－87）、相談件数も 27.0％が減少（27.8％が変わらない、

27.2％が受け付けていない）している（図表２－２－Ⅰ－63）。 

また、パワーハラスメントは、予防・解決のための取組を実施している企業において、４～５

年前と比較して減った（「減った」「やや減った」を合算）割合が高くなる（図表２－２－Ⅰ－89）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－59 予防・解決のための取組の実施の有無【パワーハラスメント】 

（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－87 ４～５年前と比較したパワーハラスメントの増減（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－89 ４～５年前と比較したパワーハラスメントの増減 

（予防・解決のための取組の実施の有無別）（企業調査） 

 

  

37.5 52.6 10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

実施している 実施していない 無回答

25.1 6.3 52.6 

0.4 

0.1 

15.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答

合計 減った やや減っ
た

変わらな
い

やや増え
た

増えた 無回答

742 186 47 390 3 1 115

100.0 25.1 6.3 52.6 0.4 0.1 15.5

278 118 28 107 1 0 24

100.0 42.4 10.1 38.5 0.4 0.0 8.6

390 56 19 269 2 1 43

100.0 14.4 4.9 69.0 0.5 0.3 11.0

全体

Ⅲ問16A(1).[パワ

ハラ]予防・解決

のための取組の実

施の有無

実施している

実施していない
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また、セクシュアルハラスメント予防・解決のための取組については、32.9％が「実施してい

る」としている（図表２－２－Ⅰ－61）。４～５年前と比較してセクシュアルハラスメントは53.9％

が「変わらない」としているものの、30.1％が減った（「減った」「やや減った」を合算）と捉えて

おり（図表２－２－Ⅰ－90）、相談件数は 21.3％が減少（24.4％が変わらない、35.0％が受け付け

ていない）している（図表２－２－Ⅰ－65）。 

なお、セクシュアルハラスメントは、予防・解決のための取組を実施している企業において、

減った（「減った」「やや減った」を合算）の割合が高くなっている（図表２－２－Ⅰ－92）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－61 予防・解決のための取組の実施の有無 

【セクシュアルハラスメント】（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－90 ４～５年前と比較したセクシュアルハラスメントの増減 

（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－92 ４～５年前と比較したセクシュアルハラスメント 

（予防・解決のための取組の実施の有無別）（企業調査） 

 

 

 

  

32.9 48.8 18.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

実施している 実施していない 無回答

25.9 4.2 53.9 

0.1 

0.1 

15.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答

合計 減った やや減っ
た

変わらな
い

やや増え
た

増えた 無回答

742 192 31 400 1 1 117

100.0 25.9 4.2 53.9 0.1 0.1 15.8

244 122 17 89 1 0 15

100.0 50.0 7.0 36.5 0.4 0.0 6.1

362 52 11 250 0 1 48

100.0 14.4 3.0 69.1 0.0 0.3 13.3

全体

Ⅲ問16B(1).[セク

ハラ]予防・解決

のための取組の実

施の有無

実施している

実施していない



 

312 

労働者調査によると、職場でのハラスメントで、パワーハラスメントについては、8.0％が「自

分が受けた」、10.7％が「自分以外の社員が受けている」としている（図表２－２－Ⅱ－40）。セ

クシュアルハラスメントは、同様に 1.9％、4.9％である（図表２－２－Ⅱ－43）。４～５年前と比

較して、パワーハラスメントは 20.8％が減った（「減った」「やや減った」を合算）と捉えており

（図表２－２－Ⅱ－111）、セクシュアルハラスメントは 20.6％が減った（「減った」「やや減った」

を合算）としている（図表２－２－Ⅱ－114）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－40 職場でのパワーハラスメントの有無（複数回答）（労働者調査） 

 
［再掲］図表２－２－Ⅱ－43 職場でのセクシュアルハラスメントの有無（複数回答）（労働者調査） 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－111 ４～５年前と比較したパワーハラスメントの増減（労働者調査） 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－114 ４～５年前と比較したセクシュアルハラスメントの増減 

（労働者調査） 

  

ハラスメントを受けていた（いる）

自分以外の社員がハラスメントを受けていた（いる）

ハラスメントはなかった（ない）

無回答

8.0 

10.7 

83.2 

0.0 

0% 50% 100%

ｎ＝2,181

ハラスメントを受けていた（いる）

自分以外の社員がハラスメントを受けていた（いる）

ハラスメントはなかった（ない）

無回答

1.9 

4.9 

93.5 

0.0 

0% 50% 100%

ｎ＝2,181

ｎ＝2,181 15.8 5.0 75.7 

2.1 

1.3 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答

ｎ＝2,181 17.2 3.4 78.2 

0.8 

0.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答
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（２）メンタルヘルス 

企業調査によると、顧客からの理不尽な要求・クレーム・暴力等については、25.2％がある（「よ

くある」「たまにある」を合算）としている（図表２－２－Ⅰ－67）。対策としては、41.9％が「報

告・対応の明確化」、15.6％が「教育研修」をしている（図表２－２－Ⅰ－69）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－67 顧客からの理不尽な要求・クレームや暴言・暴力等の有無 

（企業調査） 

 

 

一方、労働者調査では、顧客などからの理不尽なクレーム等は、37.5％がある（「よくある」「た

まにある」を合算）としている（図表２－２－Ⅱ－46）。平成 28 年度調査と比較すると、クレー

ム等は若干減少（44.9％⇒37.5％）している（図表２－２－Ⅱ－48）。クレーム等に関する相談窓

口は、「ない・わからない」との回答が 69.6％を占める（図表２－２－Ⅱ－49）。４～５年前と比

較して、70.0％が「変わらない」としている（図表２－２－Ⅱ－117）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－46 顧客からの理不尽な要求・クレーム、暴言・暴力等の有無 

（労働者調査） 

 
 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－117 ４～５年前と比較した顧客からの理不尽な要求・クレーム、 

暴言・暴力等（労働者調査） 

  

1.6 23.6 18.2 52.7 3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

よくある たまにある あまりない ほぼない 無回答

ｎ＝2,181 6.0 31.5 21.7 40.8 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よくある たまにある あまりない ほとんどない 無回答

ｎ＝2,181 12.3 7.0 70.0 
8.3 

2.3 
0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減った やや減った 変わらない やや増えた 増えた 無回答
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2019 年以前に病気の診断や治療を受けたことがある回答者は、「脳血管疾患」3.1％、「心疾患」

3.5％、「精神障害・メンタルヘルス不調」6.5％である（図表２－２－Ⅱ－51）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－51 これまでの病気の診断や治療の有無（2019 年以前）（複数回答） 

（労働者調査） 

 

 

また、ストレスや悩みは「ある・あった」とする回答者は 63.5％である（図表２－２－Ⅱ－58）。

ストレス・悩みの主な原因は、「職場の人間関係」（37.7％）、「売上・業績」（34.2％）、「休日・休

暇の少なさ」（27.7％）等である（図表２－２－Ⅱ－60）。４～５年前と比較して、21.4％が増え

た（「増えた」「やや増えた」を合算、62.9％が変わらない）としている（図表２－２－Ⅱ－120）。 

過重労働にともなう睡眠不足や疲労の蓄積が原因の事故やケガについて、2019年の１年間で「通

勤途中」2.0％、「仕事中」で 4.6％が発生したとしている（図表２－２－Ⅱ－64）。 

 

  

脳血管疾患の診断・治療を受けたことがある

心疾患の診断・治療を受けたことがある

精神障害やメンタルヘルス不調の診断・治療を
受けたことがある

その他疾患の診断・治療を受けたことがある

病気の診断・治療を受けたことはない

無回答

3.1 

3.5 

6.5 

17.8 

75.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

ｎ＝2,181
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［再掲］図表２－２－Ⅱ－60 ストレスや悩みの原因（複数回答）（労働者調査） 

 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－64 睡眠不足や疲労の蓄積が原因の事故やケガ等の有無（複数回答） 

（労働者調査） 

 

 

 

  

職場の人間関係

売上・業績等

休日・休暇の少なさ

不規則な勤務による負担の大きさ

時間外労働の長さ

賃金水準の低さ

やりがいのなさ

上司からの指導

顧客からの過度な要求

失業の恐れ

部下・後輩等への指導

職場環境の変化

キャリア・ステップ

職場でのパワーハラスメント

職場の不十分な健康管理体制

トイレ・更衣室等の不十分な環境整備

事故等の恐れ

職場でのセクシュアルハラスメント

その他

無回答

37.7 

34.2 

27.7 

25.6 

25.3 

23.5 

16.9 

16.3 

15.6 

14.5 

14.1 

11.6 

11.1 

10.6 

6.9 

4.3 

3.7 

1.7 

3.2 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

ｎ＝1,385

通勤途中で事故やケガ等があった

仕事中に事故やケガ等があった

事故やケガ等はなかった

無回答

2.0 

4.6 

93.9 

0.0 

0% 50% 100%

ｎ＝2,181
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５．新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、人手不足感は 49.7％が少なくなっている（「少なくな

った」「やや少なくなった」を合算）いる（図表２－２－Ⅰ－95）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－95 人出不足感（企業調査） 

 

 

また、労働時間は 75.3％が短くなり（「短くなった」「やや短くなった」を合算）、休日・休暇も

59.1％が取得しやすく（「取得しやすくなった」「やや取得しやすくなった」を合算）なった（図

表２－２－Ⅰ－97、図表２－２－Ⅰ－99）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－97 従業員１人当たりの月当たりの労働時間（企業調査） 

 

 

［再掲］図表２－２－Ⅰ－99 休日・休暇の取得（企業調査） 

 

 

 

  

34.6 15.1 35.4 5.5 

4.0 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

少なくなった やや少なくなった 変わらない

やや増えた 増えた 無回答

54.3 21.0 18.5 

1.3 

0.5 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

短くなった やや短くなった 変わらない

やや長くなった 長くなった 無回答

42.9 16.2 34.4 

1.2 

0.5 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=742)

取得しやすくなった やや取得しやすくなった

変わらない やや取得しづらくなった

取得しづらくなった 無回答
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労働者調査によると、新型コロナウイルス感染症に関連して強く感じるようになったことは、

「不安」（61.1％）、「疲れやすさ」（26.3％）、「ゆううつさ」（26.0％）等である（図表２－２－Ⅱ

－123）。 

 

［再掲］図表２－２－Ⅱ－123 強く感じるようになった症状（複数回答）（労働者調査） 

 

 

１か月当たりの労働時間は、57.3％が短くなって（「短くなった」「やや短くなった」を合算）

おり、休日・休暇については、63.4％が「変わらない」としている（図表２－２－Ⅱ－125、図表

２－２－Ⅱ－127）。 

業務に関するストレスや悩みは、増えた（「増えた」「やや増えた」を合算）が 36.2％であった

（図表２－２－Ⅱ－129）。 

 

 

不安だ

以前とくらべて、疲れやすい

ゆううつだ

イライラする

やる気が出ない

落ち着かない

朝、起きた時、ぐったりした疲れを感じる

よく眠れない

体の調子が悪い

物事に集中できない

仕事中、強い眠気に襲われる

へとへとだ（運動後を除く）

することに間違いが多い

無回答

61.1 

26.3 

26.0 

23.0 

22.7 

15.6 

10.9 

9.6 

9.4 

8.8 

6.4 

6.4 

4.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

ｎ＝2,181


